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As smart phones and tablet PC' s have b巴comepopular among many people and the development of their sortware 
and applications has become more and more important， fostering山emanpower for the d巴velopmenthas become a 
social isue 
本論文は、複数のレフェ リー と編集委日会による査読を受けたものである。
32 創造都市研究第8巻第2号 (通巻13号) 2012年12月
In this research， we have chosen the case of “Softpia Japan" project initiated by Gi向 Prefectureof Japan and sug-
gest that both gathering talented people with various and profound expertise and people with knowledge and skils that 
are characterized as“cultural I artistic" and establishing an environment where those people can strengthen relation-
ships and exchang巴inforrnationare efective means of fostering creative talents who are wanted by software and appli-
cation development sector. 
Further， we indicate the possibility that those facilites for inforrnation technology built in1990' s in regional cities 
for th巴promotionof information technology industry under the government policy towards technology incubation， can 
be the base facilities for fostering the above mentioned people， through turning themselves into “heteratchical" places 
which transcend organizational boundaries and where various talents gather and can build up open and f1at relation-
ships. 
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ーク「ソフ トピアジャパン(以下 fSJJと略)Jを取り上げる。SJは、 施設内企業の従業員が開発したアッ





あるデヴイッド ・スタークが提唱する 「へテラルキ 」ー 論を参照しながら考察を加える。田章では、 SJにお
けるアプリケーション開発者育成策について、設置者、関連機関、入居企業、個人開発者などの個々の活動







必要性と現状の問題点が指摘されてきた。 2000年1月に決定した IIT基本戦略」において、 15年以内に世
界最先端のIT国家Jを目指すという具体的な目標が設定され、 IIT革命Jを推進するため、政府レベルでの
IIT化j政策が進められてきた。同月には「高度情報通信ネ ットワーク社会形成基本法 (IT基本法)Jが成立















































































をはかるのではな〈、 「創造的な摩擦 (creativefriction) Iと呼ばれる交流や調整、衝突などが「基準の多様























である。現在では4種の中心的施設 (1センターピJレJ1アネックスJ1ドリーム ・コアJ1ワーク ・ショップ
24J)と、分譲企業の自社ピルとで企業団地の形態をとっている 6)。このうち、 「モパイ ル・カフ ェjや
Ii.LaboJといった定期的な情報/意見交換会や、スマートフ ォン用アプリケーションの開発鱗座などの会






校「岐阜県立国際情報科学芸術アカデミ-Jnternational Academy of Media Arts and SciencesJの略称である。




建築、デザイン(空間系)とされている。また、 2010年度には 「産業文化研究センター (RCIC: Research 












うスペースとなる IDREAMCORECOLLECTIVE (2011年4月から IMobileCoreJに改称)J 9)をドリ ーム ・
コア内に設置し、それまでA教授が主宰してきた勉強会などを発展させるかたちで定期的な講座やイベント
に整備していった。 さらに同年9月には、ドリ ーム ・コア内に!iPhoneフロア」 山を設置し、モパイル ・カ
フェなどの開催を含んだ IGIFU . iPhoneプロジェクト」を本格展開させた。






座で開発されたアプリ ケーショ ン3種類ωが発売され、それぞれの開発者がドリーム ・コア内のiPhoneフロ
アに入居した。さらに同年10月から1月にかけて3作品が発売され、続けて成果を上げている。 2010年6月
からは、それまでの IGIFU . iPhoneプロジェク ト」に加えて IGIFU . Androidプロジェクト」と IGIFU.










小畑和也 「産業拠点におけるアプリケー ション開発者育成政策の研究」 37 
をとる場合がある。また、マスターが属しているグループやコミュニティの関係者とともに共同発表する場
合もある。そして、参加者からの発表やPR、SJ、IAMAS、岐阜県関係者の事務連絡などがあり、最後に
Mobilecore側から今後のイベン ト開催の通知などをおこなって本編は終了する。その後、 45分から 1時間ほ
どフリータイムとなり、名刺交換や自己紹介、個別のPRや近況報告などが数人ごとの単位でおこなわれる。





した第33回 (2010年7月22日)当時の参加者は30人程度であったが、 2011年8月に開催した 3回は会場の収
容人数を超える80人以上の参加が続くという状態になっている。
(3) i.Labo 
li.LaboJは、モパイル ・カフェへの「モノづくりJ関係者の参加傾向を受け、 IGTFU . iPhoneプロジェ
クトを通じたピジネスを、アプリケーション開発分野からモノづくりの分野にも拡大するためjの !iPhone、
iPad関連商品開発勉強会Jとして、モパイル ・カフェから独立させ、 2010年8月から開催されている。当初
は毎月 1回、第4木曜日のモパイル ・カ フェの時間を利用して開催していたが、 2011年4月から毎月第4火
曜の同じ時間帯に変更されている。進行や形式はモパイル ・カフェとほぼ同じだが、 i.Laboは、 IAMASのI
教授を主宰者とし、おもにSJのSk氏 (2011年3月まではDREAMCORECOLLECTIVEスタッフ)が司会をお






















































本調査では、 SJ内(ドリーム・コア内のMobilecore) で毎月第 1 ~第 3 木曜日の夜に開催されている 「モ
















モバイノレ・カフェ会場 (SJ'ドリームコア内 Mobilecore2F) 





































































































の重要性、などの点を重視しており、モパイル ・カフェをはじめとしたオープン ・自由 ・クリエイテイプな
環境の整備が重要であると捉えている。このことは、今後も伸長が見込まれるモパイル用アプリケーション
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「報告白なーとe形式知化しなければならない業務を地やしているJ結果をもたらしている (伊原 2006p51)。




5) iPhoneはアップル社の IApp StoreJ、Androidはグーグル社の IAndroid MarketJ。
6) Iセンターピル」は(地上13階、延床而桜約36000m')、「アネァクスJ(地上5階、延床而初約9300m'98年2月完成)
は大垣市との共有施設、「ドリーム コアJ(地上61術、延床面積約8530m' 2000年8月開設)はインキュペーシ ョン施
設、「ワーク ・ショップ24J(2002年5月開設)は技術開発室/ベンチャー支援事務所と賃貸住宅である。SJ設ifの経緯
などは北島 ・後藤 ・高木 (2002)、野木 (2002)、小畑 (2010)などを参照。











14) F社と SJでIT人材研修を担当していたP社の迎営共同体。業務委託期間は 8 月 ~3 月、委託事業~3682万8000円。雇用
者は男性8名女性2名で平均年齢33.6歳。
15) Iぎふ清流国体jとして、 2012年に開催予定。
16)研修期間を 6月から10月、 11月から 3月と 5カ月J!flに設定しており、各期の雇用を10人と している。
17)他の都道府県と同様、岐阜県も各部署での支援wを計画 ・実行したが、スマートフォン朋アプリケーションの開発に
は最低I!I~pc と通信環境があれば足り 、 SJの施設を提供する こ とでその条件をみたせるため、決断が勾・かった(岐阜県
の関係者への聞き取りによる)。具体的には、 I~il口にして金lllilの午後に発生した震災にたい し、週明けの月 11抱 ( 3月14
日)には支援策を発表した。このときの支援の内容は、 SJ内(ドリ ムー ・コア)の空き部屋33室に入居する場合、①施
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